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費用対効果の算定は、以下の資料等に基づいて行いました。 

・「ダム周辺環境整備事業における費用便益分析の手引き（案）」 

（（財）ダム水源地環境整備センター 平成 16 年 3 月） 

・「ＣＶＭを適用した河川環境整備事業の経済評価の指針（案）」 

（河川環境整備に関わる CVM を適用した経済評価検討会平成 20 年 5 月） 

・「公共事業評価の費用便益分析に関する技術指針（共通編）」（国土交通省 平成 21 年 6 月） 

等 

 
■費用対効果は事業を実施したことによる便益（Benefit；事業効果の年

便益額の評価対象期間の総和）と費用（Cost；整備期間の事業費と評
価対象期間の年間の維持管理費の総和）を比較して評価しました。 

■便益及び費用は評価時点を基準に現在価値化（4％の割引率で金額の割
引を行う、過去に遡るときは割り増し）して比較して、投資した事業
費に見合うだけの便益があるか（B/C）で事業の妥当性を評価しました。 

４－１．評価対象期間 

施設整備完了後の評価期間は、各施設の耐用年数から算定した総合耐

用年数より、平成 17 年度から平成 29 年までとしました。 

 

 
 
 
 

※各施設の耐用年数は、財務省の「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」をもとに設定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．費用対効果の算定 

施設完了後の評価期間＝便益発生期間（総合耐用年数）＝13 年 

曝気循環設備 14 年、表層浄化設備 15 年、水質自動監視装置 10 年、フェンス 10 年、浮島 15
年、水質画像監視装置 10 年から算出 

図 4-1 評価対象期間
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４－２．効果の算定 

（１）便益の算定手法の選定 

一般市場より価格が形成されていない便益の貨幣価値を算定する手

法としては、ＣＶＭ（仮想的市場評価法）、代替法、ＴＣＭ（トラベル

コスト法）、ヘドニック法等が挙げられます。 

本事業では、全ての効果を一括して評価し、非利用価値や環境質な

どの評価も可能であるＣＶＭを適用することとしました。ＣＶＭは、

アンケート調査を実施し、支払意思額を把握することによって便益を

算定します。 
 

表 4-1 効果の算定手法の選定 

名称 内容 手法の適用性 

ＣＶＭ 

アンケート等を用いて事業効

果に対する住民等の支払意思額

を把握し、これをもって便益を

計測。 

全ての便益を一括評価す

ることが可能 

また、トラベルコスト法

などの方法では評価が困難

な非利用価値、環境の価値

などの評価が可能 

代替法 

評価対象とする事業と同様な

便益をもたらす他の市場財で代

替する場合に必要な費用で当該

事業のもたらす便益を計測。 

本事業の便益と同等の効

果を有する一般市場の価格

から求めることが可能 

ヘドニック法 

事業がもたらす便益が土地資

産額にすべて帰着すると仮定

し、事業実施に伴う土地資産価

値の増額分で便益を計測。 

本事業の便益が地価に影

響を及ぼすとは考えにくい

TCM 

（トラベルコ

スト法） 

対象施設等を訪れる人が支出

する交通費や費やす時間の機会

費用を求め、これをもって便益

を計測。 

景観の改善等の非利用価

値については、評価できな

い 

内容の出典：「河川に係る環境整備の経済評価の手引き（試案）」（河川に係る環境整備の経済評価研究会 H12.6） 

太枠：選定した手法 
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表 4-2 ＣＶＭアンケート調査の概要 

調査名称 高山ダムの「水質保全の取り組み」に関するアンケート 

アンケート 
調査手法 

・効率な調査を実施できるインターネット調査を適用 
・調査プロバイダーに登録しているモニターにアンケートの調査依頼メ

ールを送信し、プロバイダーのサーバーにアクセスし、アンケートに
回答 

 インターネットアンケートのイメージ

登録モニターに回答依頼をメール通知 Webで回答

インターネットアンケートのイメージ

登録モニターに回答依頼をメール通知 Webで回答

アンケート 
調査範囲 

・ダム湖からの距離が 10km 圏内の地域 

給水範囲が阪神地域と広域に渡り、高山ダムを知らない人をアンケー
ト対象者にすると過大評価となるため、利用者の多いダム湖からの距離
が 10km 圏内の地域としました。 

【南山城村、笠置町、和束町、甲賀市、伊賀市、山添村、奈良市】 
配信数 １,６０２票 
回収数 ４８２票 

有効票 
４２４票 
「ＣＶＭを適用した河川環境整備事業の経済評価指針（案）」に基づく
有効回答数３００票以上を確保 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 4-2 アンケート調査対象範囲図
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＜アンケート調査（CVM の質問部分）＞ 
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＜アンケート調査 web 画面（CVM の質問部分）＞ 
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このアンケート調査では、事業による効果に対して、どの程度支払っ

てもよいと考えるかという金額（支払意思額）を調べ、そこから便益を

算定しました。 
 

（３）受益範囲 

高山ダム湖利用者が多い、ダム湖からの距離が 10km 圏内の範囲とし

ました。 

 

【南山城村、笠置町、和束町、甲賀市、伊賀市、山添村、奈良市】 

 

（４）支払意思額の算定 

本事業の支払意思額は、664 円/世帯･月と算出しました。 

 

表 4-3 本事業の支払意思額 

支払意思額  

（円/世帯･月） 

全体 664

 

（５）年便益の算定 

年便益は、アンケートから算定した支払意思額に、受益範囲の世帯

数（H17 国勢調査より）と 12 ヶ月を乗じ、約 1,665 百万円と算定しま

した。 

 

年便益額＝支払意思額×12 ヶ月×受益範囲の世帯数 

表 4-4 年便益の算定結果 

支払意思額 受益範囲の世帯数※ 年便益 

（円／月・世帯） （世帯） （百万円／年） 

664 209,002 1,665 

 ※平成17年国勢調査より 
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４－３．費用対効果 

（１）条件の整理 

費用対効果の算定にあたっての条件は、下表のとおりです。 
 

表 4-5 費用対効果算定の条件 

 算定の条件 備考 

事業の工期 平成 10 年～平成 16 年  

評価対象期間 平成 17 年～平成 29 年 ※１、２ 

社会的割引率 ４％  

基準年次 平成 21 年  

※１：評価対象期間＝便益発生期間（総合耐用年数）＝13 年 

曝気循環設備 14 年、表層浄化設備 15 年、水質自動監視装置 10 年、フェンス

10 年、浮島 15 年、水質画像監視装置 10 年で計算。 

※２：一連の全ての事業が完了した翌年度から便益が発生するものとした。 

 

（２）費用の算出 

総費用は、評価対象期間の事業費と維持管理費の合計を平成 21 年を

基準として現在価値化して、約 3,172 百万円と算出しました。 
 

表 4-6 費用一覧 

 
現在価値換算前 

（百万円） 

現在価値換算後 

（百万円） 

事業費 2,000 2,755 

維持管理費 443 417 

合   計 2,443 3,172 

※高山ダムの維持管理費は、浚渫費、電気代、点検整備代を計上した。 
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（３）費用便益比の算出 

総便益は、年便益の合計を現在価値化して、以下の表のとおり算出

しました。 
 

表 4-7 総便益 

 
現在価値換算前

（百万円） 

現在価値換算後

（百万円） 

年便益 1,665 - 

便益 21,649 20,232 

残存価値 - 35 

総便益 - 20,268 

※各項目の四捨五入により、合計値が一致しない。 

 

 

上記の費用便益比を求めた結果、次のようになりました。 
 

費用便益比 Ｂ／Ｃ ･･･ 6.39 ≧ 1.00 

※Ｂは総便益、Ｃは総費用 

 

 


